
高知県農地流動化支援事業費補助金交付要綱 新旧対照表
新 旧 備考欄

第５条 県公社は、補助金の交付を申請しようとするときは、別記

第１号様式による申請書を知事に提出しなければならない。この

場合において、県公社は、県税の滞納がない旨を証明する納税証

明書（県税の納税義務がない場合にあっては、別記第１号様式の

２による申立書）を併せて提出しなければならない。

第８条 （１）～（４） 略

（５）前号の規定にかかわらず、補助事業により取得し、又は効用

の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、農

林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和 31 年農林省令第 18号)第

５条により定める処分制限期間（以下「処分制限期間」という。）

中、同号に規定する帳簿等に加え、別記第３号様式の財産管理台

帳その他関係書類を整備保管しなければならないこと。

（６）～（９） 略

（10）県税の滞納がないこと。

第 12条 知事は、県公社が次のいずれかに該当すると認めたとき

は、補助金の交付の決定を変更し、若しくは取り消し、又は既に

交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができ

る。

（１）～（４） 略

第５条 県公社は、補助金の交付を申請しようとするときは、別記

第１号様式による申請書を知事に提出しなければならない。

第８条 （１）～（４） 略

（５）前号の規定にかかわらず、補助事業により取得し、又は効用

の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、農

林畜水産業関係補助金等交付規則(昭和 31年農林省令第 18 号)第

５条により定める処分制限期間（以下「処分制限期間」という。）

中、前号に規定する帳簿等に加え、別記第３号様式の財産管理台

帳その他関係書類を整備保管しなければならないこと。

（６）～（９） 略

第 12条 知事は、県公社が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、補助金の交付の決定を変更し、若しくは取り消し、又は

既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることがで

きる。

（１）～（４） 略

（追加）

（変更）

（新設）

（変更）
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附 則

この要綱は、令和３年９月７日から施行する。

（新設）
































